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Summary

Educationalenvironmentandteacher'scomputerliteracywasexaminedwhilecomparingpublicschools

withmyschoolaboutthedigitizationofeducations.

Theteacherreportedontheelectronicconferencingsystemthathadbeenintroducedintomyschoolas

oneofthefacultydevelopmentactivitieswhetheritwaspossibletouseitfortheclass.

Asaresulttheeducationalenvironmentisinorderatmyschoolcomparedwithpublicschool.However,

halfofteachersdidnotbecometheuseoftheelectronicconferencingsystem.

Theteacheratmyschoolhascomputerliteracyasmuchastheteacheratpublicschool.However,itwas

thoughttobedifficulttodotheclassimprovementbythecomputer-aided.

Therefore,theeducativeeffectwasnotconfirmed.

Itisaproblemtopromotethecollaborativelearningwhenthedigitizationofeducationwillbeadvanced

inthefuture.

Thedigitizationofeducationandthefacultydevelopmentactivityofmyschooljuststarted.

要旨

教育の情報化について、公立の小・中・高等学校と本学を比較しながら、教育環境や教員のコンピュータリテラ

シーについて検討した。

具体的には、FD活動の一つとして、本学に導入されている電子会議システムを、授業に活用できたかについて報

告した。

その結果、教育環境としては、公立の小・中・高等学校と比較して整備されているものの、半数の教員は活用に至

らなかった。それは、公立の小・中・高等学校の教員と同じように、自らがコンピュータを使うことはできても、コ

ンピュータを使って授業改善することは、難しいことが考えられた。そのため、教育効果を検証する段階ではないこ

とが明らかとなった。

今後教育の情報化を進めるに当たり、共同学習を促進させることが課題である。

本学の教育の情報化やFD活動は緒に就いたばかりである。

1．はじめに

教育の情報化については、平成20年度末に文部科学

省から小・中学校等の新学習指導要領に対応した「教

育の情報化に関する手引」が出されている1)。また、

教育の情報化に関しては、さまざまな形で公表されて

いる2）～4）◎

小学校学習指導要領には、「各教科等の指導に当たっ

ては、児童がコンピュータや情報通信ネットワークな

どの情報手段に慣れ親しみ、コンピュータで文字を入

力するなどの基本的な操作や情報モラルを身に付け、

適切に活用できるようにするための学習活動を充実す

るとともに、これらの情報手段に加え視聴覚教材や教

育機器などの教材・教具の適切な活用を図ること」と

ある。

中学校学習指導要領には、「各教科等の指導に当たっ

ては、生徒が情報モラルを身に付け、コンピュータや

情報通信ネットワークなどの情報手段を適切かつ主体

的、積極的に活用できるようにするための学習活動を

充実するとともに、これらの情報手段に加え視聴覚教

材や教育機器などの教材・教具の適切な活用を図るこ

と」とある。

高等学校学習指導要領には、「各教科・科目等の指導

に当たっては、生徒が情報モラルを身に付け、コン
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ピュータや情報通信ネットワークなどの情報手段を適

切かつ実践的、主体的に活用できるようにするための

学習活動を充実するとともに、これらの情報手段に加

え視聴覚教材や教育機器などの教材・教具の適切な活

用を図ること」とある。

このように小・中・高等学校で各々の発達段階に合

わせた指導をするよう謡われているにもかかわらず、

本学に入学する学生のコンピュータリテラシーは様々

である。

また、大学全入時代を迎え、社会人や通信制高校出

身者、大学検定試験合格者など、さまざまな学生が入

学している。このような学生に対して教育を行う大学

教員の意識改革、授業改善が求められる時代である。

古くは1987年の香川大学におけるFaculty

Developmentに関するアンケート調査5)があり、

1988年には安岡ら6）による東海大学湘南校舎の全専任

教員を対象にした、FDに関するアンケートを実施し

た結果の報告がある。大学教育改革フォーラム7）～16）

が開催されたり、様々な特集17)～50)が組まれているこ

とを考えると、今日的課題と言わざるを得ないものが

ある。また、様々な角度から研究されている51)～58）◎

このような中にあって、ICT(informationand

communicationtechnology)を活用したFDについ

ても、特集が組まれたり、様々な研究がなされている
59）～77）

◎

また、教育の情報化というと教室に電子黒板を持ち

込んだり、パワーポイントを使うことであったりと考

えられる。しかし、単に黒板が電子黒板やパワーポイ

ントに置き換わっただけでは、教育効果は変わらない

ことが考えられ、教育の情報化にはならないと考える。

丹羽65)の報告のように効果を検証し、有効な活用をす

ることが教育の情報化にほかならないと考える。

そこで、文部科学省の報道発表から、公立の小・

中・高等学校の教育の情報化と、本学のFD活動とし

ての教育の情報化を報告するものである。

2．研究の目的

(1)公立の小・中・高等学校の教育の情報化がどこま

で進んでいるのか、その実態を明らかにする。

（2）本学で行われたFD活動の一つである、教育の情

報化に関する活動を報告する。

3．研究方法

（1）文部科学省報道発表から教育の情報化がどこまで

進んでいるのかを明らかにする。

（2）本学に導入されている電子会議システムを授業に

活用できたか、全専任教員の報告書から明らかに

する。

4．結果及び考察

（1）公立の小・中・高等学校の教育の情報化の実態

①学校におけるICT環境の整備状況

平成21年8月28日に速報値として、平成20年度末の

｢学校における教育の情報化の実態等に関する調査結

果」が文部科学省から公表されている。

それによると、「学校におけるICT環境の整備状況」

は、図1のとおりである。コンピュータ1台当たりの児
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図l学校におけるICT環境の整備状況（文部科学省HPより転載）

童生徒数は7.2人、普通教室における校内LAN整備率

は64.0％、超高速インターネット接続率は60.5％、教

員の校務用コンピュータ整備率は61.6%で、国の目標

に対して僅かずつではあるが、達成されつつあること

がわかる。環境整備が整わないと教育の情報化も進ま

ないのはもちろんのことではあるが、「教員のICT活

用指導力」についても、図2のとおり公表されている。
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図2国のICT戦略と教員のICT活用指導力の関係(文部科学省HPより転載）

②教員のICT活用指導力

平成17年度までのe-Japan戦略では、「各教室等にお

いてコンピュータ等を使って指導できる教員の割合」

という調査項目であったものが、平成18年度からのI

T新改革戦略では、新基準により調査が実施され、

｢A:教材研究･指導の準備･評価などにICTを活用す

る能力｣、「B:授業中にICTを活用して指導する能

力｣、「C:児童のICT活用を指導する能力｣、「D:
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1）本学に導入されている電子会議システム

本学に導入されている電子会議システムは、電子掲

示板、電子シラバスとともに平成14年度から運用され

ている。学生、教職員は、ID、パスワードによる認

証を行いログイン後、図3のメニューから電子会議シ

ステム、電子掲示板、電子シラバスを選択することで

各々の機能を活用するものである。

I情報モラルなどを指導する能力｣、「E:校務にICT

を活用する能力」と細分化されている。

また、教員のICT活用指導力の調査方法は、文部

科学省「教員のICT活用指導力の基準の具体化・明

確化に関する検討会」でとりまとめたチェックリスト

に基づき、全18項目別に4段階（｢わりにできる｣、「や

やできる｣、「あまりできない」若しくは「ほとんどで

きない｣）の自己評価を行う形で実施されているもので

ある。

それによると、「わりにできる」若しくは「ややでき

る」と回答した割合をみると「A:教材研究・指導の

準備・評価などにICTを活用する能力」の平均が

72.6％、「B:授業中にICTを活用して指導する能力」

の平均が56.4％、「C:児童生徒のICT活用を指導す

る能力」の平均が58.5％、「I):情報モラルなどを指導

する能力」の平均が66.8％、「E:校務にICTを活用

する能力」の平均が67.0％であった。A～Eの項目の

うち、教材研究・指導の準備・評価などや校務といっ

た教員が自らの仕事にICTを活用する能力は、他の

項目と比較して高いものの、授業中にICTを活用し

て指導したり、児童生徒のICT活用を指導したりす

ることは、他の項目と比較して低いものとなっていた。

自らがコンピュータを使うことはできても、コン

ピュータを使って指導したり、児童生徒にコンピュー

タを使わせることは、難しいことが考えられる。そこ

には、教員のコンピュータリテラシー能力が関係して

いることも考えられる。

（2）本学のFD活動としての教育の情報化

①これまでのFD活動の経緯

本学のFD活動は、平成12年度の資格指導室開設か

ら始まる。それまでにも個々の教員による教育改善は

なされてきたが、組織として発足したのは、資格指導

室からである。その後資格指導を中心としたワーク

チーフ会議となり、平成17年度からFD委員会と改名

されて今日に至る。平成17年度から学生による授業評

価や教員問における授業の相互評価を行い、授業改善

に対する報告書の提出を義務化しており、平成20年度

に発刊された教育研究報告集第1号に、資料として掲

載できるまでに至っている。

また、多様な学生が入学してくる現代にあっては、

FD活動が本格化する以前から行われていた入学前教

育や、入学後の学生指導、教育力向上に向けた取り組

みの一つとして教育環境の整備にも努めてきた経緯が

ある。

その中の一つで本学に導入されている電子会議シス

テムを、授業に活用することができたかについて、以

下のとおり報告するものである。

②本学のFD活動としての教育の‘情報化
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図3電子会議システム（フォーラム)、電子掲示板、電子シラバスメニュー

2）これまでの運用

運用開始当初は主に、事務局からの電子掲示板機能

の活用と電子シラバスの公開であり、電子会議システ

ムは、学生の使用状況調査や一部教員による授業内で

の運用に留まっていた。

3）組織としての運用

FD活動の実施義務化を受けて、平成20年度後期に

教員一人当たり、最低1科目は電子会議システムを活用

して、FD活動に取り組むことがFD委員会により決

定された。

それを受けて、電子会議システム活用の手引きを配

付し、全教員を対象とした電子会議システム活用講習

会を開いた。しかし、参加教員数はワークグループ1

～2名であり、追加講習会を2回行ったが、参加教員

数は全体の43％であった。また、科目登録申込書に全

員が納得してから実施すべきとの意見もあり、FD委

員会においても、表1の活用方法例にある欠席者に対

して手厚くする必要‘性について、議論された次第であ

る。

表l電子会議システムの活用方法例

活用方法例

教貝の勘合

1，授業1Wに入力する場合、欠席春や授業中に聞いていなかった人のために、予習箇所を

揃示する

2．授業後に入力する珊合、欠席者や出席者の復習のために、毎回の要点郷を啓さ込む

3，テストの正解等を公I1I1し、出来不出来の自覚を促す

4．配布プリントを添付ファイルとしておき、自宅プリンタから印刷可能とする

学生の鳩合

1．授業の予習、笹習ができる

2．欠臓した場合、授業内容を把握し、自習できる

3．授業内容を摂り返り、獣験対策ができる

‘1．日曜日でも、夜中でもWeb上で授業内容を確認できる

5．授粟中にできなかった質問ができる

6，学生同士の意見交換ができる

7．睡布プリントをなくしたり、汚したりした時に再印別できる

１
１

誼子会議システム活用の手引きより抜粋
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このような経緯から、一つには授業に電子会議シス

テムを導入することに対･する理解不足が考えられ、も

う一つにはFD活動そのものに対する理解不足も考え

られた。それは、後期授業終了後に提出された電子会

議システム活用報告書に見ることができる。報告書は

科目名、内容、学生の反応、教育効果が記載されたも

のである。

図4に示すとおり、教育効果があったとした教員の

割合は13％で、以前から活用していた教員と'情報系科

ている教員も7％いた。このことから、Web上で行う

教育活動、教育利用について理解が得られていないこ

とが明らかとなった。

電子会議システム活用に当たっては、電子会議シス

テム活用講習会への参加もさることながら、科目登録

申込書の提出も期限までに全員提出とはならず、その

後も科目の変更や遅れての提出、公開されてからの申

し込みと煩雑を極めた。また、活用報告書の提出も、

活用しなかった場合もその理由を記載して提出するよ

う依頼したが、未提出の教員が10％いた。提出された

報告書も科目名が未記入であったり、申込書と違う科

目名で提出されたり、訂正を依頼しても訂正されない

ままであった。このことから、電子会議システム上に

公開している科目が何であったかも定かではなくなり、

それを確認するために電子会議システムを開くことも

ないことが推察された。学生に対して公開されるから

には、正しい科目名で公開することは当然のこととし

て、学生の活用以前に、教員の活用を促す取り組みが

必要であることが再確認された。また、業務多忙のた

め、コンピュータに向かっている時間が取れないとい

う理由を挙げている教員も7％おり、FD活動と合わ

せて今後の課題である。

吉田78)は、10年前にマルチメディアへの適応として、

｢近年のマルチメディア技術の大学への導入により、教

育機器を使える者と使おうとしない者の考え方までを

含めた分離を生みつつある」と指摘している。また、

マルチメディア活用能力の向上と研修の活性化に導く

ための方略として、以下の3点を挙げている。1点目

は、マルチメディアを業務に埋没させることである。

2点目は、マルチメディアを研究で活用することであ

る。3点目は、マルチメディアの共同学習を促進させ

ることである。そして「FDではいきなり直接的な授

業改善へのマルチメディア導入は難しく、FDへ向か

う職場環境の基盤整備が先行、平行してなされるべき

であろう」としている。

公立の小・中・高等学校の教員の校務用コンピュー

タ整備率は61.6%(H21.3)であり、教育の情報化を

進めるためには、この職場環境の基盤整備が必要であ

るが、本学教員には、教育、研究用に1人1台はコン

ピュータが配備されている。吉田が挙げているマルチ

メディア活用能力の向上と研修の活性化に導くための

方略のうち、1点目の業務に埋没させることは、すな

わちマルチメディアの日常業務活用であり、本学には

7年前からイントラネットが導入され、各種届出書類

はファイルサーバーへ直接提出されている。電子会議

システム活用報告書もこの仕組みを利用して提出され

ているわけである。2点目の研究で活用することは、

今の時代にあっては当然行われていることと考えられ

1 0％ 7％

全ての学生が利
用できない環境

園時間が取れない

函
■
１
日

園対面指導により
必要性を感じない

■効果があった

■未提出

63％

図4電子会議システムを利用しなかった理由や教育効果について

目を担当する教員であった。利用したか、しなかった

かにかかわらず、専任教員であるため対面で学生とコ

ミュニケーションが取れること、またその方が教育効

果が高いことを理由として挙げている教員は、63％に

及んだ。小松55)の報告の巻末資料にある700人の私語

のない授業は、教室に何百人いようと、教員として常

に学生と「一対一の関係」で教えていることを頭に入

れておく教員の努力と、その教員の努力に応えようと

する学生との人間関係の上に成り立っていることを報

告している。本学の建学の精神である「努力」は、学

生だけに強いるものではなく、教員自らも努力をして

いる姿勢が、学生の学ぶ姿勢に訴えるものであること

を物語っている報告であると考える。授業はあくまで

も教員と学生がともに作り上げていくものであり、対

面で学生とコミュニケーションを取ることが大切なこ

とは言うまでもないことである。その上で、電子会議

システムを活用するところにまでは、至らなかったこ

とが推察される。

最終的に、半数の教員は活用に至らなかった。1回

だけ授業の目的や概要、連絡事項の伝達に利用した教

員から、数回利用した教員や、十数回利用した教員で

あっても、利用形態として学生は見るだけということ

であれば、利用の価値を見出せないのも当然のことと

考えられる。また、地方出身の学生など、自宅にパソ

コンがないことやインターネットに接続していないこ

とから、学生の平等を懸念することを理由として挙げ
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る。したがって、本学教員は、吉田の指摘する2点は

行えており、公立の小・中・高等学校の教員と同じよ

うに、自らがコンピュータを使うことはできても、コ

ンピュータを使って授業改善することは、難しいこと

も考えられる。3点目の共同学習を促進することが課

題といえる。講習会を3回開催しても全員参加となら

なかった理由が、業務多忙のためなのか、関心のなさ

なのか、本学の教育の情報化を進める上での大きな課

題である。

5．おわりに

FDに関する先行研究は、20年以上前から行われて

おり、安岡ら6）は、1992年から大学への入学者適齢人

口が減少し、淘汰されることを予想して全専任教員に

対して調査を実施しているが、自由意見に否定的意見

が多いことと回収率が30.4％であることから、今後の

FD活動は多難であることが予想されると締めくくっ

ている。

吉田79)は、10年前から始まったFD実践の中で、あ

らゆる手段を尽くしても公開授業･検討会への参加者数

が少ないことが最大の課題であると報告している。

長年FD活動に取り組み21）～27)、FDの義務化を受

け、建学の精神や教学理念を踏まえ、FDの定義の見

直しやFD活動の効果検証指標の開発に関する取り組

み80)を行っている立命館大学に比べると、本学のFD

活動は緒に就いたばかりである。

今回公立の小・中・高等学校と本学を比較しながら、

本学に導入されている電子会議システムを、授業に活

用できたかについて報告した。半数の教員は活用に至

らず、教育効果を検証する段階ではないことが明らか

となった。

吉田78)は近年の社会の情報化により、授業担当教官

だけが授業で学習可能な学術知識の唯一の情報源では

なくなり、「何を覚えるべきか」の指示さえあれば、こ

れまでの多くの講義内容は個別学習でも習得できる環

境が整ってきたと述べている。そして、新しい教育観

や評価方法を紹介し、評価観の変化により担当教師に

資料収集や情報処理のためのメディア活用を要求して

いることがわかるとしている。

こども教育学科には通信教育課程が始まり、受講生

へのサービスのためにもe-Learningの導入も検討し

ていかなければならないことを考えると、教育の情報

化も緒に就いたばかりである。

学習指導要領に「生きる力」が謡われ、大学生の

｢質の保証」が問われる時代である。学生を受身にして

しまう一方的な講義だけでは、自ら考え、自ら動ける

人材を育て、社会に送り出すことは難しいことが考え

られる。

FD(FacultyDevelopment)は、教員が授業内

容・方法を改善し、向上させるための組織的な取り組

みであり、一個人が行うものではないが、教育の情報

化を推し進めるためにも、電子会議システムの活用に

ついて、教育研究報告集第2号で報告したいと考える。
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